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　（３）資本的収支の状況

第21表　資本的収支の状況 （単位：千円、％）

区 分
増　 　減 　　率

 項 目
年 度

Ｈ 30 年 度 Ｒ 元 年 度
（　R元　／　H30　）

4,073,256 8,163,310 100.4

6,774,755 6,838,103 0.9

80,208 79,184 △ 1.3

10,928,219 15,080,597 38.0

3,291,016 3,203,017 △ 2.7

7,519,829 11,799,087 56.9

企 業 債 2,661,600 6,702,500 151.8

他会計出資金 1,851,172 1,956,896 5.7

他会計負担金 2,645,343 2,648,702 0.1

他会計借入金

他会計補助金 129,789 54,750 △ 57.8

117,374 78,493 △ 33.1

10,928,219 15,080,597 38.0

　（４）資金繰りの状況

第22表　資金繰りの状況 （単位：千円、％）

一　時　借　入　金 医業収益に対する割合

122.0 10,711,267 13.3

124.7 10,450,625 13.1

122.4 10,367,827 13.0

123.6 10,109,164 12.7

123.7 9,908,416 12.5

　資本的収入（外部資金）は117億9,908万7千円（前年度75億1,982万9千円）で、対前年度比56.9％の増、資本的支

出も150億8,059万7千円（前年度109億2,821万9千円）で、対前年度比38.0％の増となっている。財源内訳は、内部資

金等補てん財源が前年度より2.7％の減、外部資金は企業債が151.8％の増、他会計出資金等の一般会計繰入金は

0.7％の増となっている。［第21表］
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　　　流動比率（流動資産／流動負債）は123.7％と前年度（123.6％）より0.1ポイント高くなっている。［第22表］

項　 目 
流　　動　　比　　率

Ⅰ　概 況

　令和元年度の県内40市町村の「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における健全化判断比率等の

特徴は次のとおりである。

 １．実質赤字額・実質赤字比率の状況

　実質赤字比率は、一般会計や一部の特別会計（以下「一般会計等」という。）について、歳出に対する歳入の

不足額（いわゆる赤字額）を、地方公共団体の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除して表した

指標である。

　実質収支が赤字の団体はなし（平成30年度決算：なし）

 ２．連結実質赤字額・連結実質赤字比率の状況

　連結実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等や水道事業会計等の公営企業会計など、すべての会計の赤字

額と黒字額を合算して、当該団体一法人としての歳出に対する歳入の不足額を、標準財政規模の額で除して表し

た指標である。

　連結実質収支が赤字の団体はなし（平成30年度決算：なし）

 ３．実質公債費比率

　実質公債費比率は、地方公共団体の一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である

公債費や公債費に準じた経費を標準財政規模を基本とした額で除して表した指標である。

　前年度に引き続きすべての団体が早期健全化基準（25.0％）未満となっており、県内市町村全体の実質公債

費比率（加重平均）は、11.1％（前年度11.3％）となっている。

　なお、実質公債費比率は、平成18年度から、地方債の発行が従来の許可制度から協議制度に移行したことに

伴い導入された財政指標であるが、18％以上の団体は、地方債の発行にあたって引き続き許可が必要となり、

本県では、１団体（前年度２団体）が18％以上となっている。

第１表　実質公債費比率の推移 （単位：％）

市 平 均

実質公債費比率 町 村 平 均

市町村平均

第三　　　健　全　化　判　断　比　率　等

区　　　分 平成29年度

12.3

11.3

10.3

11.6

平成30年度

11.1

令和元年度

11.6

10.1

11.9

10.2
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 ４．将来負担比率

　将来負担比率は、地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債にあたる額

（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還にあてることができる基金等を控除の上、標準財政

規模を基本とした額で除した指標である。

　前年度に引き続きすべての団体が早期健全化基準（350.0％）未満となっており、県内市町村全体の将来負担

比率（加重平均）は、67.1％（前年度68.2％）となっている。

　県内市町村全体における将来負担比率の構成要素をみると、将来負担比率を引き上げる要素としては、地方

債現在高、公営企業債等繰入見込額の占める割合が高く、比率を引き下げる要素としては、将来の普通交付税

に算入される基準財政需要額算入見込額の占める割合が高い。
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 ４．将来負担比率

　将来負担比率は、地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債にあたる額

（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還にあてることができる基金等を控除の上、標準財政

規模を基本とした額で除した指標である。

　前年度に引き続きすべての団体が早期健全化基準（350.0％）未満となっており、県内市町村全体の将来負担

比率（加重平均）は、67.1％（前年度68.2％）となっている。

　県内市町村全体における将来負担比率の構成要素をみると、将来負担比率を引き上げる要素としては、地方

債現在高、公営企業債等繰入見込額の占める割合が高く、比率を引き下げる要素としては、将来の普通交付税

に算入される基準財政需要額算入見込額の占める割合が高い。

５．資金不足比率

　資金不足比率は、公営企業会計における資金の不足額（資金収支の累積不足額を表すもの）を、公営企業

の事業規模（営業収益）の額で除して表した指標である。

　県内市町村及び一部事務組合の経営する公営企業会計（１３５会計）のうち、資金不足のある公営企業会

計は１１会計（１０団体）あり、そのうち資金不足比率が経営健全化基準（２０．０％）以上となる公営企

業会計はない。

　前年度と比較すると、資金不足を有する会計数には変化はないが、11会計中7会計（病院事業6会計、交

通事業1会計）で資金不足比率が上昇した。

第４表　資金不足のある公営企業 （単位：百万円、％）

R元年度 H30年度 R元年度 H30年度

病院事業会計 病院事業 法適 1,666 1,818 17.4 19.1

自動車運送事業会計 交通事業 法適 175 49 9.9 2.6

弘前市 病院事業会計 病院事業 法適 213 264 10.0 10.0

黒石市 病院事業会計 病院事業 法適 653 596 16.4 14.8

十和田市 病院事業会計 病院事業 法適 191 124 2.5 1.6

三沢市 三沢市立三沢病院事業会計 病院事業 法適 615 377 12.9 7.9

大鰐町 病院事業会計 病院事業 法適 0 12 0.1 2.8

三戸町
三戸町国民健康保険直診勘定三戸
中央病院事業特別会計

病院事業 法適 115 95 8.8 7.4

五戸町 五戸町病院事業会計 病院事業 法適 7 80 0.3 3.3

中部上北広域事
業組合

公立七戸病院事業会計 病院事業 法適 93 82 5.6 4.9

北部上北広域事
務組合

病院事業会計 病院事業 法適 95 70 4.3 3.0

青森市

団体名 会計名 事業区分
法適用
区分

資金不足額 資金不足比率


